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熊本県事業引継ぎ支援センター

・開設 平成２７年６月２３日
・目的 雇用機会の確保(地域活力の維持）

技術の伝承(サプライチェーン）
・体制 統括責任者(金融機関ＯＢ）

統括責任者補佐４名
（弁護士、税理士、中小企業診断士２名）
事務員１名

・主な業務 後継者不在で悩む中小・小規模事業者への
事業引継ぎ支援

・活動範囲 熊本県内一円
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•平成２８年６月１日現在
の熊本県の事業者数は
７万４５２９事業所

•平成２４年の７万９２１９
事業所と比較すると、▲
５．９％(▲４６９０事業
所）で、この期間の減少
率としては全国最大

2012年 2016年 増減率（％）

全国 ５，７６８，４８９ ５，６２２，２３８ ▲２．５

熊本県 ７９，２１９ ７４，５２９ ▲５．９

福岡県 ２２４，８３３ ２２５，４５５ ０．３

佐賀県 ３９，１０１ ３８，４２９ ▲１．７

長崎県 ６５，４６７ ６３，５５４ ▲２．９

大分県 ５６，３０３ ５４，７７５ ▲２．７

宮崎県 ５４，９５５ ５２，９２８ ▲３．７

鹿児島県 ８０，２７９ ７７，６６３ ▲３．３

沖縄県 ６７，２８４ ６８，１１９ １．２
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１．熊本県内の事業所数



• ２０１６年の熊本県内の廃業件数は、集計を始めた２０００
年以降最多となる３８９件となり、前年比29.2％の増加(全国
平均は+８．２％）
•廃業件数／倒産件数は９．３と全国平均の３．５を大きく上
回った

• ２０１７年の廃業件数は、前年比１０１件減少の２８８件と
なったが、廃業件数／倒産件数は７．８となり、全国平均３．
３と比較して、依然として高水準にある

(東京商工リサーチ「休廃業・解散企業動向調査」「全国企業倒産状況」）
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２．熊本県内の廃業件数



•平成２８年で６９万５６１７
人となっており、平成２４
年の７０万１６１４人との
比較では、▲０．９％（▲
５９９７人）で、減少率は
全国３番目
（２０１６経済センサス活動調査）

2012年 2016年 増減率（％）

全国 55,837,252 57,439,652 ２．９

熊本県 701,614 695,617 ▲０．９

福岡県 2,174,722 2,260,439 ３．９

佐賀県 349,694 358,853 ２．６

長崎県 551,755 541,078 ▲１．９

大分県 485,108 485,987 ０．２

宮崎県 450,481 451,492 ０．２

鹿児島県 674,459 673,662 ▲０．１

沖縄県 514,802 557,911 ８．４
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３．熊本県内の従業者数



１９９０年 １９９５年 ２０００年 ２００５年 ２０１０年 ２０１６年 対９０年

全国 54.0 55.4 56.6 57.7 58.4 59.3 +5.3
熊本県 52.7 54.1 55.4 57.0 57.9 59.3 +6.6
福岡県 53.5 54.8 56.1 57.1 57.5 58.7 +5.2
佐賀県 54.6 55.4 55.9 57.0 58.2 59.7 +5.1
長崎県 54.0 55.1 56.2 57.7 58.8 60.3 +6.3
大分県 53.7 54.7 55.8 57.2 58.0 59.0 +5.3
宮崎県 53.0 54.6 55.7 57.2 58.0 59.1 +6.1
鹿児島県 53.6 55.2 55.8 57.3 58.4 59.8 +6.2
沖縄県 51.5 52.9 54.0 55.2 56.4 58.5 +7.0
熊本県は、平均年齢が全国平均と同水準で全国２９位だが、１９９０年からの上昇スピードが全国８番目

（帝国データバンク「Ｈ２９全国社長分析」）
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４．熊本県内の経営者の平均年齢
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５．熊本県における相談件数の推移
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